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① 件  名 

 在宅被災者等支援事業について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

東日本大震災により被災した世帯の内、以前から住んでいた住宅が被災し、当該被災住宅を未だに補

修していない若しくは一部未補修のため、劣悪な環境の住宅で現在も生活している世帯等のいわゆる在

宅被災者に必要な支援が行き届いていない等の指摘がなされている。 

【目的】 

  在宅被災者等の現状を把握し、適切な被災者支援を実施するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２８年６月  被災者自立再建促進プログラムに在宅被災者の把握と支援について明記 

⑤ 主な内容 

【業務概要】 

１ 業務名称  在宅被災者等支援事業（委託先 仙台弁護士会） 

２ 業務期間  平成２８年１２月１日～平成２９年１１月３０日（当初の本年９月末より２月延長） 

３ 支援対象  被災住宅（半壊以上）の補修が未完了で、劣悪な環境で生活している世帯等 

４ 業務内容  在宅被災者等の調査把握、個別法律相談等 

 

【報告概要】 

 １ 調査・相談票提出数        １８０世帯（延べ調査数２０６件） 

（全壊１１８、大規模半壊５７、半壊５） 

 

 ２ １のうち、加算支援金受給者    １７１世帯 

   うち、独自補助金未利用数      ７３世帯（約４割） 

   （※被災者住宅再建事業補助金を独自補助金と定義。） 

 

 ３ 住宅再建度低判断数         ４５世帯（約２割） 

   うち、独自補助金未利用       ２８世帯（約６割） 

 

   ※住宅再建度低世帯で独自補助金未利用世帯の相談内容等 

   ・補修費用の確認ができない      ８件 

   ・補修資金がない           ５件 

   ・生活保護相談            ３件 

   ・公共事業用地買収待ち        ３件 

   ・公営住宅入居希望          ２件 など 

 

【課  題】 

１ 自己資金がないために独自補助金が未利用となっている世帯への対応 

２ 高齢者等の情報弱者への対応 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

  在宅被災者等の実態把握を効率的に行い被災した住宅の現状と在宅被災者の課題を把握するとと

もに個別の情報提供や相談支援、また、平常時の支援にも繋げることができた。 

 


